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〈要約〉

カナダとオンタリオ州の地方制度、「公共図書館法」、州の公共図書館行政機関である「オン

タリオ南方地域図書館サービス（委員会）」と「オンタリオ北方地域図書館サービス（委員

会）」、LearnHQ、オンタリオ公共図書館連盟、『オンタリオ公共図書館ガイドライン』（第 6

版）、およびオンタリオ州の公共図書館の利用状況を概観し、その考察を試みた。

結果として、オンタリオ州内の公共図書館は州の制定している「公共図書館法」に則り、各

図書館に設けられている図書館委員会を中心に経営されており、図書館委員会が極めて重要な

役割を担っていることが分かった。

日本にはオンタリオ州のような図書館委員会制度のようなものはない。そのため、直接日本

に参考になるような点を見つけるのは困難であるが、図書館委員会の責務の多くを館長に委譲

することで、日本の公共図書館が直面している課題の多くが解決される可能性を指摘した。

〈Abstract〉

We studied local public library systems of Canada, focusing on those of Province of Ontario, Pub-

lic Library Law, Southern Ontario Library Service, Ontario Library Service-North, LearnHQ, Ontario

Public Library Guidelines（6th ed.）, and Probe Public Opinion Poll on the Attitudes of Ontarians

about Public Libraries 2015. As a result of the study, we have found that public library systems

（services）in the Province of Ontario are based upon the Public Library Law enacted by the Province

of Ontario in 1990. We have also found that public libraries in the Province of Ontario are governed

by library boards. Taking into consideration that there are no such library boards in Japan, we recom-

mend that most of the functions of library boards should be delegated to the directors of libraries in

Japan.
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1．はじめに

国際図書館連盟（International Federation of Library Associations and Institutions、以下 IFLA）

は、2010年、IFLA Public Library Service Guidelines を刊行した1）。2015年には、日本図書館協

会から『IFLA 公共図書館サービス・ガイドライン』2）の書名で、翻訳版も上梓されている。そ

こでは多くの国や地域の公共図書館サービスが紹介されており、近年の公共図書館の状況を表

す文献として、わが国でも少なからず参考にされるものと推測される。

ここに紹介されている国・地域の一つに、カナダのオンタリオ州がある。後述するように、

オンタリオ州は、わが国にも大いに参考になると思われるような、優れた公共図書館サービ

ス・システムを作り上げている。しかし、IFLA のガイドラインの中では、図書館建築のため

の参考資料として、1997年の『オンタリオ公共図書館ガイドライン』（Ontario Public Library

Guidelines）を付録として挙げるにとどまっている3）。また、そのガイドラインは 2012年に第

6版として改訂されてもいる4）。そこで本稿では、『オンタリオ公共図書館ガイドライン 第 6

版』（以下、『ガイドライン』）も含めた、同州の公共図書館サービス・システムの状況につい

て考察することとした。

なお、「公共図書館サービス」の語は、しばしば「公共図書館」を意味するものとして用い

られ、さらに、公共図書館は基本的にサービス機関であるという理解のもと、本稿ではこの語

を「公共図書館」と同義に扱う。また、本稿では、「公共図書館」を、図書館法でいうところ

の「公立図書館」の意味で使用する。

日本におけるカナダの公共図書館に関する先行研究は限定的である。障害者サービス、高齢

者サービス、多文化サービスなど、サービスの一部分に焦点を当てたものが散見されるが、公

共図書館政策全体に目を向けて論じたものは少ない5）。オンタリオ州に絞って詳述したもの

は、さらに少ない。たとえば Dewar の「公共図書館の運営におけるコミュニティの役割──

カナダ・オンタリオ州の場合」6）があるが、約 20年前の文献であり、部分的な言及に留まって

いる。欧文文献には、Bruce の Places to Grow : Public Libraries and Communities in Ontario,

1930-2000 があり7）、1930年代から 21世紀に入る直前までの歴史が豊富な原資料を使って記

述されている。その文献はオンタリオ州の公共図書館を歴史的に理解するための最良の著書で

あり、特に最終章の緊縮財政時（1990年代）の州政府の公共図書館行政に関する記述は、21

世紀の公共図書館を理解するのに有用である。

これらのことを踏まえ、次のように論を進める。公共図書館は基本的に地方自治体8）の機関

である。自治体制度は通常国ごとに異なっているため、ある国や地域の公共図書館を理解する

ためには、その自治体制度の理解が前提となる。そのような観点から、最初にカナダとオンタ

リオ州の地方自治制度を概観した。続く 3章では、オンタリオ州（議会）が制定している「公

共図書館法」の特徴を示した。オンタリオ州の公共図書館は州の観光・文化・スポーツ省

（Ministry of Tourism, Culture and Sport、以下 TCS 省）が所管している。TCS 省は、公共図書

館行政を担う地方機関として、オンタリオ南方地域図書館サービス（委員会）（Southern On-

tario Library Service、以下 SOLS）とオンタリオ北方地域図書館サービス（委員会）（Ontario
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Library Service-North、以下 OLS-North）を設置している。そこで、4章を SOLS に、5章を

OLS-North に充て、各委員会の活動について述べた。SOLS と OLS-North はオンタリオ図書館

協会（Ontario Library Association、以下 OLA）と共同で、LearnHQ と称するオンタリオ州の公

共図書館職員のための研修プログラム、もしくはソフトウェアを開発している。6章では、こ

の LearnHQ を取り上げた。さらに 7章では、オンタリオ公共図書館連盟（Federation of On-

tario Public Libraries、以下 FOPL）とオンタリオ公共図書館ガイドライン監視および認定委員

会（Ontario Public Library Guidelines Monitoring and Accreditation Council、以下「認定委員

会」）が作成している『ガイドライン』を、8章で 2015年のオンタリオ州の公共図書館の利用

状況を概観した。最終章（9章）では、3章から 8章までの内容を省察・検討した。

2．カナダの地方制度

カナダは 10州（province）と 3準州（territory）から成る連邦国家である。アメリカ合衆国

と同様、独立主権を有する州を構成単位とし、立法権を中央（連邦）政府と州政府の間で分け

合っている。州の権限は憲法によって規定されているのに対し、準州は連邦政府の所管であ

り、その権限は連邦法によって規定されている。

日本で地方自治体は一般に都道府県や市町村を指すが、カナダで地方自治体（local govern-

ment）という場合、通常州を含まない。地方自治体の権限は基本的に州法によって与えられ

る。各州政府は、それぞれの州の人口や植民地成立の経緯等さまざまな要因を考慮しながら、

独自の州法を制定している。したがって、カナダ全土に共通の地方制度は存在しない。

こうした地方制度に共通の特徴をあえて挙げるとすれば、比較的少数の公選議員からなる議

会（council）が自治体活動の中心になっていることである。自治体には、通常、常任委員会、

執行委員会、主席行政官（chief executive officer）等の組織が設置されている。しかし、それ

ぞれの活動について最終的に責任を負っているのは議会である。すなわち、日本とは異なり、

地方議会は立法権限と行政権限を併せ持っている。自治体の職員の任免権も議会にある。選挙

で選ばれた自治体の長（mayor, reeve）は、議会の会議を主宰するとともに、自治体の職員を

監督し、行政の総合調整を行い、政治的リーダーとして自治体を代表する。

図書館サービスを含め、地方自治体の提供するサービスが有効に機能するためには、財政的

な裏付けがなければならない。カナダにおける州政府と地方自治体の歳入の状況について見る

と、自主財源率は両者ともに約 80％である。他からの財政移転への依存率は 20％弱で、財政

面での分権化が進んでいることが分かる。また、歳入に占める税収の割合は、州政府が 60％

強、地方自治体が 50％強である。州税に関しては所得税や消費税の割合が大きいのに対して、

地方自治体では財産税が基幹税となっている。

州政府と地方自治体の歳出の状況を見ると、保健・医療や教育等、規模の大きなサービスは

州政府が担当し、人々の日常生活の維持・管理に関するサービス（交通、通信、警察、消防

等）は地方自治体が担当している。

オンタリオ州の地方制度を概観すると、同州の地方団体は、他の多くの州同様、自治体
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（municipality）と特定目的団体（special purpose body）に二分される。自治体には二層自治体

と単一層自治体がある。二層自治体に関しては、オンタリオ州では、カウンティ（county）と

称される上層自治体（upper-tier municipality）と市（city）、タウン（town）、村（village）と称

される下層自治体（lower-tier municipality）によって構成されている。そして、上層自治体と

下層自治体の間で権限や責任を分有している。単一層自治体では、独立した法人としてほとん

ど全ての権限と責任を有しており、それらの自治体には上層自治体であるカウンティは存在し

ない。

特定目的団体とは、特定の目的を有する各種の委員会（agency、board、commission）を指

し、設立が州から義務付けられているものと自治体により任意に設立されるものとがある。公

共図書館は、この特定目的団体である図書館委員会（library board）によって運営されている。

すなわち、図書館行政は自治体行政から、完全ではないが、相当程度独立していると見ること

ができる。図書館の資金調達力は、この図書館委員会および、それによって任命される館長の

政治力に依存する、との指摘もある9）。

オンタリオ州における各自治体の主な財源は、他の多くの州同様、財産税、各種使用料、州

補助金等である。また自治体は、住民のニーズを反映させながら予算を配分して行政を執行

し、有権者と州の両方に対して説明責任を負っている10）。

3．オンタリオ州の「公共図書館法」

日本の制度とは異なり、オンタリオ州では義務教育は教育省（Ministry of Education）、高等

教育は高等教育・技能開発省（Ministry of Higher Education and Skills Development）、公共図書

館は TCS 省と、それぞれ異なる（州の）省の所管である。オンタリオ州は州法として「公共

図書館法」（Public Libraries Act）を制定している。同法は、1990年に改訂され、2009年に一

部修正された後、2017年現在も効力を有している11）。

公共図書館は基本的に地方自治体（local government）によって設立されるが、オンタリオ

州では、その根拠法は「公共図書館法」である。

同法の特徴は以下のとおりである12）。

1）地方自治体（local government）は条例により公共図書館を設立することができる。そ

の際には、直ちに TCS 省大臣に届けなければならない。

2）設立される公共図書館は図書館委員会（library board）によって経営・管理されなけれ

ばならない（shall be under the management and control of a board）。図書館委員会は最低

5人の委員で構成され、法人格を有する13）。委員は当該議会によって任命される。

3）複数の地方自治体の合意によって、連合公共図書館（union public library）を設立する

ことができる。その際には、直ちに TCS 省大臣に届けなければならない。

4）設立される連合公共図書館は連合図書館委員会（union library board）によって経営・管

理されなければならない。連合図書館委員会は最低 5人の委員で構成され、法人格を有

する。委員は構成メンバーである自治体の議会によって任命される。
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5）カウンティの構成自治体の 3分の 2以上の同意によって、カウンティ図書館（county li-

brary）を設立することができる。その際には、直ちに TCS 省大臣に届けなければなら

ない。

6）設立されるカウンティ図書館はカウンティ図書館委員会（county library board）によっ

て経営・管理されなければならない。カウンティ図書館委員会は最低 5人の委員で構成

され、法人格を有する。委員はカウンティ議会によって任命される。

7）図書館委員会（連合図書館委員会、カウンティ図書館委員会も含む。以下、同様）は館

長（chief executive officer）を任命しなければならない。館長は図書館を運営し、職員

を監督する。館長は図書館委員会会議に出席しなければならない。図書館委員会は、必

要に応じて館長に他の権限を与えたり義務を課したりすることができる。館長および図

書館職員は図書館委員会によって雇用されるのであり、自治体によって雇用されるので

はない。館長は図書館委員会のみに報告する義務を負う。

8）図書館委員会は、他の委員会と協力しながら、住民の特定のニーズを反映させるよう

な、包括的かつ効率的な公共図書館サービスを提供しなければならない。

9）適当と判断される場合には、フランス語によるサービスも提供しなければならない。

10）図書館委員会は年次予算案を自治体の議会に提出し、審議決定された予算の枠内で図書

館を経営・管理する。

11）図書館利用は基本的に無料であるが、図書館委員会は特定のサービスに関しては料金を

課すことができる。

12）地方自治体の議会、地方サービス委員会（local service board）14）、先住民族議会（coun-

cil of an Indian band）15）は、図書館を設立する代わりに、他の地域の図書館委員会と契約

を結んでサービスを受けることも可能である。

13）図書館委員会および図書館サービスの契約を結んだ地方自治体、地方サービス委員会、

先住民族議会は、TCS 省大臣に年次報告および大臣から要求される他の報告（書）を

提出しなければならない。

14）TCS 省大臣は、図書館委員会および図書館サービスの契約を結んだ地方自治体、地方

サービス委員会、先住民族議会に対して、助成金を与えなければならない。

15）トロント公共図書館委員会（Toronto Public Library Board）は特殊な図書館委員会とし

て認定される。（注：同図書館委員会は特例で、この法律の細かい規則は適用されない

ということである。）

以上のように、オンタリオ州の「公共図書館法」では、公共図書館の設置は地方自治体の条

例によること、州には届け出でよいこと、公共図書館には単独自治体が設置するもの、複数自

治体の合意によるもの、カウンティの設置するもの、の 3種類があること、図書館の経営・管

理は法人格を有する図書館委員会が行うこと、図書館委員会と地方議会、TCS 省、館長の関

係（図 1）、などが定められている。日本の図書館法と比較すると、公共図書館の定義や目的、
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サービスの内容が全く書き込まれていない。この法律で規定されているのは、主として組織体

制（図書館委員会について）である。サービスの具体的内容等は、各自治体に委ねられてい

る。

4．オンタリオ南方地域図書館サービス委員会（SOLS）

「公共図書館法」の第 40条には、TCS 省大臣は必要と認める場合において「特別の図書館

サービス委員会」（special library service board）を設置することができる、とある。この条項

により、2017年現在、オンタリオ州には SOLS と OLS-North が設置されている。すなわち、

州の公共図書館行政は、地理的に南北に分割して行われている。ただし、南方地域に入るトロ

ント市はその対象から除外されている。オンタリオ州における公共図書館行政の主たる構造は

図 2の通りである16）。

SOLS は 10人の委員で構成される。南方地域の公共図書館界は SOLS によって 8つの地域

に分けられ、各地域協議会（Trustee Council）は 1人の SOLS 委員を選出する権限を有する。

残りの 2人は TCS 省大臣の推薦により選ばれる。なお、委員は個々の（公共）図書館委員会

の委員であってはならない17）。このことは、SOLS の構成メンバーが各地域の利益代表ではな

いことを意味する。

SOLS の主要な任務は以下である18）。

1．図書館委員会と他の情報提供機関との共同や調整を推進すること。

2．相談、研修、開発等により図書館委員会を援助すること。

3．地域の図書館の蔵書拡大につながるようなサービスを提供すること。

図 1 公共図書館の運営に関する主要関係図

図 2 オンタリオ州の図書館委員会および特別の図書館サービス委員会
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4. ILL、コンソーシアムによる購入、蔵書の統合等による規模の経済を実現すること。

SOLS は、後述する OLS-North と比較して、その活動は活発で、さまざまな出版物を刊行し

ている。代表的なものに、「図書館開発ガイド」（library development guide）シリーズがある。

本シリーズには、『戦略的雇用』（Strategic Hiring : A Guide to Staff Recruitment. 2003, 102 p.）、

『サービスと成功のための指導』（Coaching for Service and Success : A Guide to Performance

Feedback. 2003, 77 p.）、『想像した未来の創生』（Creating the Future You’ve Imagined : A Guide

to Essential Planning. 2007, 135 p.）、『コレクション構築計画ガイド』（A Guide to Developing a

Collection Plan. 2009, 102 p.）、『建築プロジェクト・ガイド』（Making the Case for Your Build-

ing Project. 2010, 67 p.）、等のタイトルが見られる。

シリーズ以外にも、『コミュニティへの図書館の貢献』（The Library’s Contribution to Your

Community : A Resource Manual for Libraries to Document Their Social and Economic Contribution

to the Local Community. 2nd ed. 2007, 116 p.）や『図書館委員会開発キット』（Library Board

Development Kit. 2014, 97 p.、以下『キット』）19）を公表している。『コミュニティへの図書館の

貢献』は公共図書館が地域の社会的、経済的な発展にどのくらい貢献しているかを調査するた

めのマニュアルである。2014年作成の『キット』は「図書館委員会ハンドブック」とも呼ぶ

べき内容のもので、公共図書館に対するオンタリオ州政府の基本的な考え方を知ることができ

る極めて重要な文書である。第 3章で見たように、州の「公共図書館法」には図書館サービス

についての具体的な記述がなく、それらは各自治体に委ねられていることから、この文書によ

って州の基本姿勢を一定程度示していると言える。以下、4.1から 4.5まで、『キット』の内容

から、本稿の論旨に関わる部分を抽出し、概観する20）。

4.1 図書館サービスの原理と目的

『キット』は、現代の公共図書館を「コミュニティ全員に資するコミュニティのサービス機

関」と位置づけ、その目的について、以下のように述べている。

公共図書館は益々、地域住民が学習し、研究調査し、イベントに参加し、または単に集ま

って交流を楽しむコミュニティ・ハブになって来ている。現代の公共図書館は今もって多

様なフォーマットの資料を見たり借りたりする場所であるが、インターネット・アクセス

やあらゆる年齢の人々のためのプログラム、会合や展示のための場所だけでなく、デジタ

ルメディア・ラボや創作のための場所でもある。

また、OLA やカナダ図書館協会（Canadian Library Association）の声明に言及し、図書館サ

ービスが「知的自由の原理」に基づいていることについて示している。

4.2 図書館委員会の役割

次に、図書館委員会の基本的な役割については「図書館のガバナンス（governance）」であ

るとしている。ここで「ガバナンス」とは図書館の目的、計画、方針の作成や監視行為のこと

である。図書館委員会は図書館の「法的責任者」であり、意思決定の最終的な責任者との位置

づけである。

したがって、図書館委員会は「公共図書館法」に規定されているように、州や自治体に対し
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て説明責任を有しているが、図書館サービスを遂行するプログラムや職員を「管理（マネジメ

ント）」（manage）する責任は有していない。管理するのは館長である。

このように、『キット』では「ガバナンス」（governance）と「管理（マネジメント）」（man-

agement）が区別されている。加えて、「ガバナンス」を「運営」（administration）とも区別し

ている。「運営」は比較的短期で詳細な情報を必要とするもので、「ガバナンス」は長期的かつ

優先順位的な情報を必要とするもの、という区別である21）。

図書館委員会のガバナンスの主な活動領域は、次の 3つである。

a）図書館の目的や方向性の決定

ここでは、図書館委員会の「思考」のあり方が示されている。第一に、図書館委員会は図書

館の目的を共有するために“大局的な”思考をすること、とある。目先のことにとらわれるの

ではなく、図書館の「使命」について考え、図書館の将来の「方向性」をしっかりと見極めて

活動しなければならない、ということである。図書館の将来の「方向性」を見極めるために

は、「ヴィジョン」を作成する必要がある。「ヴィジョン」の設定過程で「到達目標」（Goal）

や「目的」（Objective）を設定し、設定された到達目標や目的の中で「優先順位」を決めるこ

とも、図書館委員会の重要な任務である。『キット』はその理由について、「優先順位の中の到

達目標や目的を達成するためには必要な財源を確保する必要があり、その確保は図書館委員会

の責務だからだ」としている。

以上は、図書館委員会の計画策定（planning）に関する事項であるが、計画策定のメリット

として、『キット』は次の諸点を挙げている。

・計画策定の過程において、図書館の存在理由や図書館の達成しようとしている価値を、図

書館委員会、図書館職員、およびコミュニティが理解する。

・コミュニティ・ニーズを調査し、選択肢を議論して、他の機関と重複することなく、利用

者の新しいニーズに応えることができる。

・測定可能な到達目標や目的を設定できる。

・図書館委員会、図書館職員、および議会も含めて、メンバーが変わったとしても、サービ

スの継続性を維持できる。

・図書館資源を優先順位に従って調整し、効率性を維持できる。

・図書館がコミュニティの変化するニーズに対応できる。

・図書館予算は明瞭かつ計画的で、責任ある形で執行されていることを議会に説明できる。

ここでは「コミュニティのニーズ」という言葉が多用されている。図書館委員会の役割に

は、コミュニティのニーズを同定するために図書館環境を分析し評価することがある。『キッ

ト』は、それにはコミュニティとの定期的、かつ身近な接触（コンタクト）が必要であるとし

ている。コミュニティ・ニーズが同定され優先順位が決まれば、それに合わせた予算（案）が

決定され、特定のサービス領域が決定されることになる。

図書館には「戦略的計画（strategic plan）」も必要とされる。『キット』は戦略的計画を、計

画を実施する際に利用可能な（人的、物的）資源を評価し、それに基づいて達成可能な目的や
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到達目標を設定する体系的な過程、と定義している。

計画（plan）があり、それに基づき実施（do）されれば、評価（see）のプロセスが必要であ

る。評価について『キット』は、図書館の全体的な評価は、定期的に改訂される計画の中で作

成される到達目標や目的によって変化すること、図書館委員会は、活動ではなくアウトカム

（成果）が測定されるよう、留意しなければならないことに注意を喚起している。

ガバナンスの重要なツールとして『キット』が最後に示すのは、「方針」（policy）である。

文書化された方針は、図書館委員会、図書館職員、およびコミュニティが同意した全体的な

「価値観（ヴァリュー）」（value）を表すもので、図書館委員会の継続性にも必須である。この

方針の決定は図書館委員会の重要な任務とされている。その理由について『キット』は、図書

館委員会の哲学（原理）や優先順位は方針についての議論から生まれるからだ、としている。

ただし、方針には 2種類あり、ガバナンスの方針は図書館委員会によって決められるが、運営

の方針は図書館職員によって決められる。

b）図書館の管理・運営権限の委任

「公共図書館法」に「図書館委員会は館長を任命しなければならない、館長は図書館を運営

し職員を監督する」とある。図書館委員会の任務の一つは、有資格の館長を雇用し、適切な給

与を設定し、館長の業績（performance）を毎年査定することである。『キット』は、図書館が

有資格の館長によって運営されるということは極めて重要である、と指摘している。

c）唱導活動

『キット』はまた、図書館委員会の責務として、「コミュニティが図書館の重要性や潜在力を

知るようになること」および「地方議会が図書館の重要性や図書館のコミュニティへの影響力

を理解するようになること」を挙げている。そのための仕事が「唱導活動」（advocacy）であ

る。「唱導活動」とは、ある目的のための口頭による支持もしくは議論である。『キット』の示

す「唱導活動」の範囲は広く、図書館委員会が図書館の使命、価値、信念への支援を奨励する

とき、それは図書館を唱導していることになる。ここでいう「唱導活動」とは、特定のプログ

ラムの支援や成果物の利用促進ではなく、図書館そのものに焦点が当てられているという点

で、「広報活動」（public relations）や「マーケティング」とは異なる。

図書館委員会は図書館のガバナンスに法的責任を負い、また図書館の意義の正当化とサービ

スの向上に道義的責任も負っている。その責任を果たすために図書館委員会がなすべきことと

して、『キット』は、まず自ら図書館がどのように機能し、どのようなサービスを提供してい

るかを知っておくべきこと、次に議会や財源支出者に対して図書館のことを知ってもらうよう

努めること、を挙げている。

『キット』はまた、図書館委員会はコミュニティ・ニーズを満たすのに必要な資源が入手で

きるように図らねばならない、としている。これは、図書館財源の大半（近年は約 80％）は

地方財源であり、図書館委員会は地方議会やコミュニティと常時接点を保つことにより財源の

確保に努める必要がある、とのねらいによるものである。『キット』はさらに「図書館は、

往々にして行政（議会）から「金食い虫」と思われたりしているが、議会も図書館委員会も同
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じコミュニティの代表である。図書館の計画と議会の計画との一致点を見出すのは図書館委員

会の重要な任務である。」と続けている。

4.3 図書館委員会と館長の関係

図書館サービス向上のための必須要素の 1つとして、『キット』は図書館委員会、館長、議

会の間の強い絆の構築を挙げている。『キット』は図書館委員会と館長との関係について、コ

ミュニティ・ニーズを満たす図書館サービスを提供するためにチームとして働くもの同士の同

盟関係（partnership）と説明し、その同盟関係は時折問題を引き起こすが、その問題は互いの

役割についての誤解に起因している場合が多いと指摘している。

館長は日常の図書館運営の責任者であり、図書館委員会は組織としての図書館の業績を監視

する。二者間で発生する問題を避ける方策として、『キット』は、全体的な図書館経営の中で

図書館委員会と館長の役割を明確にすること（図書館委員会は方針や計画の作成に多くの時間

とエネルギーを費やすが、それらの方針や計画を実行に移すのは館長である、というように）

が重要としている。

4.4 図書館委員会と議会の関係

図書館委員会は図書館財政に関して議会への説明責任を負う。この点について『キット』

は、図書館委員会は議会に図書館予算に関して唱導する際、十分な説明資料を備えておく必要

があることを指摘している。さらに、予算が欲しいときにだけ議会に働きかけるのではなく、

普段から接点を持っておく必要性、図書館委員会と議会の間で目標を共有し、同じコミュニテ

ィに奉仕する同盟関係のもと、情報を共有するような関係作りの重要性を指摘している。

4.5 図書館委員会とコミュニティの関係

図書館委員会は、図書館とコミュニティ、図書館と議会、を結ぶリンク（繋ぎ目）の役割を

負っている。この考え方は、非営利組織の経営論で所有者とのリンクの重要性を指摘したカー

バー（J. Carver）の「方針ガバナンス」（Policy Governance）22）を引いたものである。公共図書

館の場合、所有者はコミュニティである。

図書館委員会がコミュニティとの関係を保つ理由とその方法について、『キット』は次のこ

とを提示している。

a）図書館委員会がコミュニティとの関係を保たねばならない大きな理由の 1つは、最近

強調されている「説明責任」である。地域住民は税金が妥当な使われ方をしているか、

また管理過程は透明であるかどうかを知りたがっている。

b）図書館委員会は、コミュニティとの定期的な接点を持つことなしには、図書館の課題

や優先順位について決定を下すための十分な情報を集めることは不可能である。サー

ベイ調査がコミュニティとの接点を保つ唯一の方法ではない。図書館委員会はフォー

カス・グループ調査法、市役所での会合、特別な会合等への参加も考慮すべきである。

c）図書館で今何が行われているかという情報をコミュニティと共有することが、コミュ

ニティとの関係を築くための重要なステップである。通常、図書館職員がそのような

情報を提供しているが、図書館委員会にも一定の役割がある。図書館委員会の会議を
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地域館で開催することが、地域館利用者との関係を築くことにつながる。地域館利用

者は図書館委員会の会議が公開されていることを知るとともに、図書館委員会が地域

の課題にも関心を持ってくれていることを知るようになる。

5．オンタリオ北方地域図書館サービス委員会（OLS-North）

OLS-North も、「公共図書館法」第 40条に基づいて設置されている、州の図書館サービス機

関である。OLS-North の活動は SOLS に比べ低調に見える。オンタリオ州の北方地域は総面積

の 9割近くを占める一方、人口 5％程度の過疎地域であることや、それに起因する行政組織不

在地区の存在、フランコ・オンタリアンと呼ばれるフランス語系住民の存在、また先住民の多

い居住地域の存在といった複数の要因が、北方地域全体としての統一的な活動を困難にしてい

るものと推測される。

OLS-North の活動に関する情報は少ないが、把握できる中から特徴を見出すと、以下のよう

な任務設定と、OLS-North が先行して導入したメンターシップ・プログラム（mentorship pro-

gram）がある23）。

OLS-North の任務は、主に 3つある。それは、

1）オンタリオ北方地域全体を通じて図書館サービスへの公平なアクセスを促進すること。

2）遠隔地に居住する人々、ファースト・ネーション、フランス語圏の人々の図書館の発

展を支援するという、特別の役割を引き受けること。

3）図書館の変化を理解し、安定したサービス基盤を築くために図書館利用者やパートナ

ーと協働すること。

である。

また、OLS-North のメンターシップ・プログラムとは次のようなものである。

1）オンタリオ州の北方地域における新人のライブラリアンの知識と技能を向上させるこ

とを目的としたプログラムである。

2）実施方法としては、熟練のライブラリアンと新人のライブラリアンをペアにして 1年

間コミュニケーションをとらせることによって研修を行う。

3）目標を、a）専門職的情報の共有や個人レベルの助言の機会を作ること、b）ライブラ

リアン間で信頼のおける関係を構築すること、c）ライブラリアンのリーダーシップ技

能を開発すること、に置いている。

4）メンターの資格を有するのは、新人のライブラリアンに対して進んで専門職的な助言

や導きを与えることのできる熟練のライブラリアンである。

オンタリオ州の北方地域には人種的にも文化的にも多様な人々が居住している。そのため、

OLS-North には、SOLS と異なる特殊な役割が負わされている。メンターシップ・プログラム

は現在では SOLS でも導入されているが、OLS-North で早期に導入された背景には、そのよう

な事情もあるのであろう。
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以上、OLS-North と SOLS の活動を概観した。オンタリオ州政府は、この 2つの団体の設置

を通じて、州内の公共図書館の活動を支援すべく積極的に関わっている。

6．LearnHQ

LearnHQ とは、オンタリオ州の公共図書館職員および図書館委員への研修機会および情報

源の提供を目的とした、SOLS、OLS-North、OLA の 3者による共同プロジェクトであり、そ

のシステムの名称でもある。プロジェクト開発には TCS 省から 1500万ドルが投じられた24）。

LearnHQ を通じて提供されている研修には、a）コレクション管理技能の開発（Collection

Management Skills Development）、b）パブリック・サービス技能の開発（Public Service Skills

Development）、c）管理およびリーダーシップ技能の開発（Management & Leadership Skills De-

velopment）、d）IT 技能の開発（Technology Skills Development）、e）人間関係技能の開発

（Personal & Interpersonal Skills Development）、の 5領域があり、各領域でさまざまな研修科目

が開講されている。それらの多くは SOLS によって開発されており、受講料は受講する職員

の勤務する図書館から（SOLS へ）支払われる。

上記 5領域以外にも、LearnHQ は 2種の資格証（Certificate）プログラムを提供している。

そのうち、“EXCEL”と称される資格証プログラムは、図書館（情報）学の正規の（formal）

学習経験のない図書館職員を対象とし、修了者は小規模館の館長職に就くことが期待されてい

る。もう一つの資格証プログラムは上級公共図書館リーダーシップ・プログラム（Advancing

Public Library Leadership Institute）と称され、中規模以上の図書館で管理職を目指す職員を対

象としている25）。

LearnHQ はまた、情報源の提供サイトでもある。図書館建築、児童サービス、テクノロジ

ー、アクセシビリティ等のテーマごとに、関連法規、ガイドライン、標準、各種プロジェク

ト、ガイドブックなどが列記され、リンクが張られている。特に、SOLS、OLS-North、OLA

の作成もしくは提供している情報源については、リンクを張るだけでなく説明も付されてい

る26）。

LearnHQ を見ると、SOLS と OLS-North を中心とする州の図書館行政が、図書館職員の能

力（技能）の向上にいかに力を入れているかが分かる。それはまた、図書館サービスの向上・

発展には図書館職員の能力（技能）の向上が必須であるという考え方の表れでもあろう。

7．オンタリオ公共図書館連盟（FOPL）と『ガイドライン』

上述の「公共図書館法」、SOLS、OLS-North、および LearnHQ はいずれも、州政府が比較的

直接に関与する公共図書館行政として位置づけることができる。それに対して、オンタリオ州

では図書館界の現場でも種々の活動が見られる。OLA の部会としてのオンタリオ公共図書館

協会（Ontario Public Library Association : OPLA）、同じく OLA の部会としてのオンタリオ図

書館委員会協会（Ontario Library Boards’ Association : OLBA）、FOPL、オンタリオ中規模公共

図書館長協会（Administrators of Medium Public Libraries of Ontario : AMPLO）、オンタリオ郊
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外公共図書館長協会（Administrators of Rural/Urban Public Libraries of Ontario : ARUPLO）、オ

ンタリオ大規模公共図書館長協会（Chief Executives of Large Public Libraries of Ontario :

CELPLO）等がそれである。（図 3）27）

中でも特に活発に公共図書館の推進活動を行っているのが FOPL である。FOPL の構成メン

バーは、トロント公共図書館も含めた図書館単位である。FOPL は、オンタリオ州の公共図書

館を次のように認識している。

オンタリオ州の公共図書館は、州内のコミュニティの社会的、教育的、文化的、経済的成

功において極めて重要な役割を負っている。公共図書館はコミュニティの将来に対する必

須の投資であり、学校へのレディネスや読書のレディネス、経済的、雇用的（就職的）成

功、および社会的公平さに対する必須の牽引車である。知識経済が進展するにつれて、公

共図書館は住民の居住場所や学歴および社会的背景に関係なく、すべてのオンタリオ州民

が成功するための住民とコミュニティとの必須の繋ぎ目である28）。

こうした考え方に基づいて、FOPL は戦略的に唱導活動、調査研究、開発、マーケティン

グ、コンソーシアム、等の様々な活動を展開している。公共図書館が直面する課題について、

政府に強力なアピールをするのもその一つである29）。

2013年現在、FOPL、OLA、SOLS、OLS-North、AMPLO、ARUPLO、小規模公共図書館

（コーカス）（Small Public Libraries（Caucus））、大規模都市公共図書館（部）（Large Urban Pub-

lic Libraries（Caucus））、ファースト・ネーション公共図書館（コーカス）（First Nations Public

Libraries（Caucus））、フランス語圏公共図書館（コーカス）（Francophone Public Libraries（Cau-

cus））からの代表によって、「認定委員会」が結成されている。「認定委員会」は組織的に

FOPL の傘下にある。『ガイドライン』は、この「認定委員会」によって作成されたものであ

る。

すなわち、『ガイドライン』は基本的に個々の公共図書館が「認定委員会」に認定してもら

図 3 オンタリオ州の公共図書館協会等
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うためのガイドラインである。よって、そこには認定手続も含まれている。しかし、個々の公

共図書館が認定を受けることは任意であり、強制ではない。『ガイドライン』の重要な目的の

もうひとつは、個々の公共図書館が図書館サービスを進展させていく際の参考文献になること

である。

『ガイドライン』は 1997年に初めて制定され、2012年に第 6版が公表された。2012年の改

訂に至るまでの関連する事象を時系列にまとめておくと、以下のとおりである。ここで取り上

げた他ガイドラインとの関係については、紙幅の関係で省略するが、稿を改めて論じたい。

2008年 オンタリオ州文化省、公共図書館のために 1,500万ドル拠出

（テクノロジーに関する新しい部門立ち上げ資金として）

世界図書館情報会議（IFLA 大会）開催（於：ケベック）

ウェンディ・ニューマン、「第 3世代の公共図書館」公表

（オンタリオ州文化省への報告書）

2009年 英 CILIP「良い公共図書館サービスのガイドライン」公表

2010年 IFLA「公共図書館ガイドライン 第 2版」公表

2011年 オーストラリア公共図書館協会「オーストラリア公共図書館の標準と

ガイドライン」公表（2012年更新）

2012年 オンタリオ州公共図書館ガイドライン改訂

『ガイドライン』は 6つの大項目と 39の中項目、166の小項目から構成されている30）。

大項目は、I）ガバナンス・運営（governance/administration）、II）アクセシビリティ（acces-

sibility）、III）資源（resources）、IV）サービス（services）、V）協力とパートナーシップ（co-

operations and partnership）、VI）IT の利用（use of technology）である。

166の小項目の中には、「必須」の印が付されたものが 76ある。その中からいくつかの項目

を例示する31）。（ローマ数字は大項目、アラビア数字は中項目を表す。ローマ数字は上記付番

およびオリジナル文書と連動し、中項目のアラビア数字はオリジナル文書と連動する。）

I）ガバナンス・運営 30項目中、必須 24項目
［I.1］図書館委員会の組織 a）役職、b）会議と記録の作成、c）館長の評価
［I.2］方針 a）記録された方針、b）配布、c）レビュー
［I.3］計画 a）記録された計画、b）コミュニティ分析、c）利用者相談、

d）図書館のパフォーマンス測定法
［I.4］財政 a）予算、b）財政の記録、c）財政の報告、e）図書館調査
［I.5］唱導 a）唱導方針、b）議会への報告
II）アクセシビリティ 24項目中、必須 3項目
［II.3］身障者の物理的アクセス a）アクセシビリティ計画、b）代替資料
III）資源 71項目中、必須 30項目
［III.1］職員 a）人事方針、b）方針の配布、c）業績評価、d）職務記述、e）

館長の資格
［III.2］コレクション a）コレクション構築方針、b）知的自由
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以上、小項目の中の「必須」の印が付いているものの中から特に重要と思われる項目を取り

上げた。多くの大項目で「必須」が半数程度であるのに対して、ガバナンスに「必須」項目が

多いのが特徴的である。「必須」は「認定委員会」が認識する公共図書館サービス（業務）の

エッセンスと理解することもできよう。

なお、職員、コレクション、スペースに関しては数値的な目安が必要と思われるが、『ガイ

ドライン』の本体には記載されず、参考となる数値ガイドラインが付録として挙げられてい

る。それらは主に、ARUPLO によって 2012年に作成された『郊外（Rural/Urban）公共図書館

システム・ガイドライン』（Guidelines for Rural/Urban Public Library Systems）32）と TCS 省の

『オンタリオ公共図書館統計』（Ontario Public Library Statistics）33）から採られたものである。

『郊外（Rural/Urban）公共図書館システム・ガイドライン』は、たとえば職員の数値的な目

安（目標）に関して、「図書館長は専門職ライブラリアン（professional librarian）であるべき

である。図書館システムにおいては職員の 3分の 1は専門職ライブラリアンであるべきであ

る」と記している。（ここでいう「図書館システム」とは、中央館と地域館など、複数の施設

やサービス・ポイントからなる図書館を意味する。）

また、地域館に関しては、次のように推奨する。

1）1,000-5,000人をサービス対象とする小規模地域館では、専任換算で 2.5人の職員が必

要で、地域館長は図書館テクニシャンか EXCEL34）の資格を有すべきである。

2）5,000-10,000人をサービス対象とする中規模地域館では、専任換算で 2.5-5人の職員が

必要で、地域館長は専門職ライブラリアン、もしくは高校卒で図書館学を履修した人

で、副館長は図書館テクニシャンか EXCEL の資格を有すべきである。

IV）サービス 29項目中、必須 13項目
［IV.2］貸出 a）貸出方針
［IV.3］レファレンスと情報サービス a）レファレンスと情報サービス、b）サービス方針、c）レフ

ァレンス・ソース
［IV.4］読書相談 a）ガイダンスと援助
［IV.5］児童サービス a）サービス方針、b）コレクション
［IV.6］青少年サービス a）サービス方針、b）コレクション
［IV.8］図書館プログラム a）プログラム方針
［IV.9］コミュニティ a）コミュニティ情報提供方針
［IV.10］地方史 a）地方史提供方針
［IV.11］コミュニティ・スペース a）集会室の提供方針
V）協力とパートナーシップ 7項目中、必須 3項目
［V.1］資源共有 a）ILL サービス、b）資源共有方針
VI）IT の利用 32項目中、必須 16項目
［VI.1］IT に関する方針、計画および運営 a）利用者のアクセスやコンピュータ使用の方針、b）ソフトウ

ェアやネットワークの利用方針、c）フィルタリング、d）職員
の IT 利用、e）IT 計画、f）セキュリティ

［VI.2］通信およびコンピュータ・ネットワーク a）インターネット接続、b）LAN
［VI.4］図書館ソフトウェア a）統合図書館システム（ILS）
［VI.5］図書館の Web サイトと Web ベースのサ
ービス

a）図書館の Web サイト、b）オンライン・レファレンス

［VI.6］IT 職員 a）職員の IT 利用研修

― １６ ―



3）10,000-35,000人をサービス対象とする中規模地域館では、専任換算で 5-17.5人の職員

が必要で、地域館長は専門職ライブラリアンで、それ以外に専任換算で 2人の専門職

ライブラリアンを有すべきである。そして、10,000人を越えるごとに、専任換算で 1

人の専門職ライブラリアンを有すべきである。

4）35,000以上の人をサービス対象とする大規模の都会地域館では、専任換算で最低 17.5

人の職員が必要で、地域館長は専門職ライブラリアンで、それ以外に専任換算で 2人

の専門職ライブラリアンを有すべきである。そして、10,000人を越えるごとに、専任

換算で 1人の専門職ライブラリアンを有すべきである。

なお、ここで専門職ライブラリアンとは、図書館情報学の修士号を保持している者をい

う。図書館テクニシャンとは、コミュニティ・カレッジで図書館技術学（library tech-

niques）を修了した者をいう。

認定は次の手順で行われる。まず図書館が「認定委員会」に申請する。「認定委員会」は調

査委員会を設置する。調査委員会は図書館が作成した書類の点検、現地調査などを踏まえて、

調査結果を「認定委員会」に提出する。「認定委員会」によって認定に値すると判断されると、

「認定された公共図書館」という認証を得る。アメリカ図書館協会（American Library Associa-

tion）は、カナダも含めたライブラリアンの養成プログラムを認定しているが、その方法とお

おむね同様である。

2017年現在、オンタリオ州には約 370の公共図書館があるが35）、その中で認定を受けた公

共図書館は、南方地域 36館、北方地域 5館で36）、全体の図書館数から見ればごく少数にとど

まっている。

8．オンタリオ公共図書館の利用状況

FOPL はさまざまな調査活動を行っており、毎年、詳細な統計データとともに過去 10年間

の動向をまとめた年次報告を出している。最新は 2017年 3月のもので、2006年から 2015年

までの概況が報告されている37）。また、2000年以来、5年毎に利用者に対して、その利用状況

や図書館に対する反応（印象や理解度）を質問調査している。最新は 2015年に実施されたも

のである38）。

8.1 オンタリオ公共図書館の統計調査

オンタリオ州内の自治体の比較は、17の指標を 5領域に編成して行われている。5領域と

は、サービス、利用、コミュニティ（Community Engagement）、効率、開発である。2015年の

データでは、大規模な 8つの図書館だけで、全奉仕対象人口の 50％、貸出数の 57％、運営費

の 53％を占めているため、平均値はこれら 8館の影響を強く受ける。このため、生データは

人口規模ごとに示されている。しかし、ここでは全体の傾向をつかむに留める。

まず登録者数（Active Cardholder）は、2010年頃をピークに減少し続けている。オンタリオ

州の人口自体はほぼ横ばいであることから、登録者数は実質的に減少していることが分かる。

貸出数は 2012年以降、横ばいもしくは微減であるが、人口一人当たりの貸出数は 2011年をピ
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ークに 8.8から 7.6へと大きく数字を減らした。一方、運営費は微増であるが、資料費は 6000

万ドルから 7200万ドルへと大きく増加している。これには電子資料費の増大の影響がある。

図書館プログラムの実施数は 12万から 25万へと倍増、それへの参加者も 250万から 420万へ

と大幅増である。

8.2 オンタリオ公共図書館の利用者調査

調査は 600人への電話インタビューと 1,102人からのオンライン回答により行われた。調査

項目は、利用カードの保有や図書館からの距離、図書館利用の有無、利用回数といった利用状

況のほか、読書（印刷本の利用か電子本の利用かを含む）、書店利用、インターネット利用に

関する質問を含む全 16問である。その調査は、オンタリオ公共図書館の利用状況を明らかに

しているだけでなく、利用者から見た公共図書館像を明らかにしている。回収率等の詳しい調

査方法および内容についての情報が得られなかったため、以下に概要のみ記す。

1）過去 1年間の読書、書店利用、インターネット利用

約 86％が読書したと回答した。そのうち、印刷本が 66％、ほとんど電子本が 17％、両方が

11％と回答した。書店は、10回以上の利用が 26％、6-10回が 21％、1-5回が 37％、0回が 17

％であった。インターネットは、常時使っているとの回答が 99％あり、そのうち、関心のあ

る特定情報を探すための利用が 86％、e メール、チャット、インスタント・メッセージの利

用が 84％、ニュースを見るためが 73％であった。

2）図書館の利用

図書館の利用カードを所有しているとの回答が 73％あった。（先の統計では人口帯によって

差はあるが平均 34％で、保有率の高い人口帯でも 66％である。73％は高すぎる数値であろ

う。調査対象の抽出方法に偏りがあった可能性もある。しかし、過年度の同じ利用者調査の数

値と比較すると、カード保有者数は増加傾向にあることも確かである。）

普段図書館を利用しない人は 31％で、そのうち今までに一度も利用したことない人が 9％、

図書館で嫌な経験をしたことのある人が 5％であった。図書館を利用しない理由について、他

のソースから情報を得ているとの回答が 50％あった。そのほか、関心が無い（30％）、忙し過

ぎる（21％）といった回答が続いた。

過去 1年間の図書館訪問回数についての回答では、21回以上が 17％、11-20回が 10％、6-

10回が 12％、1-5回が 27％、0回が 34％であった。また、過去 1年間の図書館 web サイトの

アクセス回数は、11回以上が 17％、1-10回が 25％、0回が 58％であった。

書店と図書館の訪問頻度の比較では、書店訪問が多いとの回答が 42％だったのに対して、

図書館訪問が多いとの回答が 29％、ほとんど同じが 26％であった。

公共図書館を利用する理由についても尋ねている。「図書、CD、DVD 等を借りるため（88

％）」と「個人的に関心のあるテーマに関する情報を得るため（73％）」が多く、その他は、半

数以下である。多い順に挙げると、「読書もしくは勉強のため（38％）」、「図書館のコンピュー

タを使ってインターネットにアクセスするため（31％）」、「リラックスもしくは社交のため

（26％）」、「図書館の無線ネットワークを使うため（25％）」、「職場の仕事のため（21％）」、「子

― １８ ―



どもを図書館プログラムへ連れて行くため（18％）」、「学校の宿題のため（16％）」、「レクチャ

ー、図書館プログラム、会合、研修に参加するため（9％）」となる。先に「図書館プログラ

ム」への参加は増えていると述べたが、全体の中ではまだ少数の利用にとどまっている。

3）この調査の興味深い点は、図書館の価値についても質問しているところである。「他の税金

で賄われているサービス群の中での図書館の相対的価値は」という問いに対して、「最高」が

36％、「中程度」が 50％、「最低」が 11％であった。

また、（図書館側からの）公共図書館の価値表明の信頼性についての賛同の程度を尋ねた設

問では、「大いに賛成する」と回答した人の割合が大きい順に、「公共図書館は、リテラシーや

読書への愛を促進するので重要である（56％）」、「公共図書館は、資源への無料のアクセスを

提供することによって、誰にでも成功する機会を与える重要な役割を果たす（54％）」、「公共

図書館が存在することによって、コミュニティの生活の質が向上する（50％）」があった。割

合の小さい順では、「公共図書館は、さまざまなソースにある情報へアクセス可能にすること

によって、人々の政治的課題への理解を促進させている（19％）」、「情報が多くの異なるソー

スから入手できるようになって、人々は従来以上に公共図書館を必要としている（25％）」、

「公共図書館では、探しているものは容易に見つかる（26％）」、「公共図書館は、継続的にサー

ビスを拡大している（26％）」との回答結果であった。

利用者にとっての公共図書館の価値についての設問では、10区分の中で上位の 1位と 2位

を選んだ人の割合が大きい順に、「資料を貸すところ（68％）」、「早期リテラシー・プログラム

を提供するところ（60％）」、「レファレンス・センター（56％）」、「学校の宿題の支援をすると

ころ（54％）」、「勉強するところ（50％）」との回答であった。

9．ディスカッション

以上、オンタリオ州の地方制度下における公共図書館について、法制度、行政機関の活動、

ガイドライン、利用状況を概観した。

オンタリオ州の公共図書館は、州の制定している「公共図書館法」に則り、図書館委員会を

中心に経営されている。そして、オンタリオ州の公共図書館界では、「経営」は「ガバナンス」

（governance）と「管理・運営」（management）からなると理解され、「ガバナンス」領域は図

書館委員会が、「管理・運営」領域は館長に委任されている。

本論では詳細に言及できなかったが、オンタリオ州でも公共図書館は市町村の図書館条例に

よって設置され、経営方針もその条例によって定められている。そして、大多数の市町村の図

書館条例において、図書館の経営主体は図書館委員会であると記している39）。また、他の 8州

でも公共図書館法を制定し、基本的に地方自治体（municipality）の図書館委員会が公共図書

館の経営権を有するとしている40）。

オンタリオ州の公共図書館経営における大きな特徴は、ガバナンス（governance）と管理・

運営（management）を区別していることである。SOLS の『キット』は、図書館の目的、計

画、方針の作成や監視行為等がガバナンスで、それは図書館委員会の責務であり、図書館委員
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会は図書館の法的責任者であり、意思決定の最終的な責任者である、と記している。そして、

図書館サービスを遂行するプログラムや職員を管理する責任、すなわち管理・運営の責務は図

書館長にある。「公共図書館法」では、「公共図書館は図書館委員会によって経営・管理されな

ければならない（shall be under the management and control of a board）」と記していて、「ガバ

ナンス」の語は用いられていない。一方、2014年刊行の『キット』には、「ガバナンス」、「ヴ

ィジョン」、「戦略的計画」等の語が目立つ。この間に企業統治（コーポレート・ガバナンス）

の考え方が取り入れられたと思われる。

「ガバナンス」という語に決まった定義はない。2000年代以降に「コーポレート・ガバナン

ス」の語が企業経営の分野において多く聞かれるようになったのは、いくつかの巨大企業の不

正事件が契機であり、これにより業績重視の行き過ぎによる問題点が一般の人々の目にも露わ

になった。公共経営に関しても、NPM における「サービス遂行の効率性を改善しようという

努力は、『方法論的および技術的な』マネジメントツールに焦点を当てた議論を生み出し」、

「『業績重視』や市民を『顧客』ととらえる考え方」が、「『公平（fairness）』というような、政

府全体として市民の信頼を確保するためのより深い価値にどのような影響を与えるかというこ

とにも、注意が払われなければならない」といった指摘がなされた41）。

ガバナンスと管理・運営を区別する考え方は、市町村の図書館条例にも取り入れられてい

る。例えば、ブロックビル公共図書館の条例は次のように記している42）。

図書館委員会は図書館を統治（govern）するが、管理・運営（manage）はしない。図書館

の運営を管理する権限（authority to manage the operations of the Library）を館長（CEO）

に委任する。

『キット』は、図書館委員会のガバナンス領域を次の 3つとしている。

1）図書館の目的や方向性を決定すること

2）図書館管理・運営の権限を館長に委任すること

3）唱導活動をすること

「図書館の目的や方向性を決定すること」の中には、「戦略的計画」や「方針」の作成、利用

者調査なども含まれている。すべての図書館条例ではないが、多くの条例が『キット』のよう

な理解の仕方の上に図書館委員会の責務を記している。「認定委員会」が作成している『ガイ

ドライン』も、図書館委員会の役割を重視し、「ガバナンス・運営（governance/administra-

tion）」の大項目の中に、1）館長の評価、2）方針策定、3）計画作成、4）コミュニティ分析、

5）パフォーマンス測定、6）財政、7）唱導活動（advocacy）、等を図書館委員会の責務の必須

要件にしている。

オンタリオ州の全数調査である図書館統計では、2010年から 2011年ごろをピークに登録者

数や貸出数といった指標は後退局面を迎えている反面、プログラムの実施や参加者が増加しつ

つある。一方、抽出調査である利用者調査からは登録者数の増加傾向が見られ、図書館に対す

る肯定的な見方も多い。しかし、そのイメージは「読書」や「情報アクセス」が主で、「プロ

グラム」への反応は低い。オンタリオ州における図書館利用の偏り（多く利用する層とほとん
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ど利用しない層のギャップ）、図書館側の狙いと利用者および非利用者の受けとめ方とのずれ

もうかがわれる。すなわち、オンタリオ州ではこれまでの成功体験がそのままでは通用しない

困難な局面を迎えていることが分かる。『ガイドライン』改訂時には見えていなかったが、『キ

ット』作成時には明らかになりつつあったその困難な局面に対して、「ガバナンス」の強化に

より新たなステージへの展開を図ろうという意図があったのではないか。

オンタリオ州の公共図書館の組織は、経営層に館長よりも上位の図書館委員会を含んでい

る。それはカナダ全体の公共図書館にも敷衍して言えることである。翻って日本ではどうか。

柳は、日本では「ガバナンス」は教育委員会の領域に属するとしている。しかし、柳は、

『キット』に記されている図書館委員会の業務（役割）のほとんどについて、館長をリーダー

シップとする図書館（職員）の責務（業務）ともしている43）。柳の考えるところと『キット』

との大きな相違は、「ガバナンス」に当たる業務の範囲とその主体である。手嶋は NPM（「ガ

バナンス」を含む）の考え方を公共図書館に導入することに疑問を呈し44）、糸賀は NPM に対

して肯定的で、「ガバナンス」の担当者として図書館協議会が（相当に）近いと理解してい

る45）。

日本には図書館委員会制度はない。したがって、柳も指摘するように、オンタリオ州で論じ

られている図書館委員会の責務（業務）のほとんどは、館長の責務である。それは、経営学の

基本理論である「計画（Plan）」、「実施（Do）」、「評価（See）」の中の「計画」と「評価」の部

分である。公共図書館の場合、「計画」の中に図書館の使命、目標や目的の設定、目標や目的

を達成するための優先順位の決定、実施法、等が入る。法的には教育委員会の責務であろう

が、教育委員会の責務は学校教育から生涯教育全般まで幅広い。図書館計画の作成は専門家で

ある（はずの）館長に委任されるべき内容である。

評価に関しても、目標や目的を達成できたかどうか、また、その評価法はどのように行われ

るべきかを決定するには専門的な知識が必要であり、それも館長に委任されるべきであろう。

安藤は、「計画の策定を考えたとき‘誰が’計画を策定するのか、という問題がある。図書館

のサービスは、読書、生涯学習、学校教育などと密接に関係しているため、教育委員会や生涯

学習部局などが中心になって計画を策定することも考えられる。しかし、実際には図書館が中

心になって策定することが多い」と述べている46）。毛利等は、2014年の調査で、「図書館運営

の企画」、「サービス計画」、「資料収集方針・計画」等の計画において、立案段階から図書館長

を含め、図書館側が主体的に関わっていることを明らかにしている47）。

しかし、現在、法規上は図書館計画のみならず、図書館利用規則も含めて図書館に関する諸

規則の制定などは教育委員会の所管のようである48）。糸賀は、「教育委員会は学校教育が中心

ですから、教育委員会に引き続き図書館があるということが有利なのか」と疑問を呈してい

る49）。

図書館委員会の重要な業務の中に、「図書館運営の権限を資格のある館長に委任する」があ

る。この場合、「資格のある館長」とは、図書館情報学の修士号保持者である。日本の場合、

教育委員会が図書館運営の権限を館長に委任する形になると思われるが、資格のある館長を条
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件にしているかどうか、は不明である。日本図書館協会刊行の『公立図書館の任務と目標』が

「館長は専任の経験豊かな専門職でなければならない」50）と記し、2012年の文部科学省の告示

「図書館の設置及び運営上の望ましい基準」の中でも、「市町村教育委員会は、市町村立図書館

の館長として、その職責にかんがみ、図書館サービスその他の図書館の運営及び行政に必要な

知識・経験とともに、司書となる資格を有する者を任命することが望ましい」51）、と記されて

いながら、2016年現在、3,280館で専任館長は 2,507人、司書資格を保持する専任館長はわず

か 743人である52）。オンタリオ州の公共図書館界に比して、館長職が極めて軽んじられている

のが日本の現状である。現在のような司書資格で、その資格が館長職に必要か否かという疑問

もあろうが、そのテーマは極めて大きなテーマであり、ここでは論じない。

公共図書館の効果的経営という観点から見ると、館長の権限、責務、資格が図書館条例に記

されているべきであろう。しかし一般に図書館条例で規定される例はない。日野市の図書館条

例（処務規則を含む）53）と対馬市立図書館条例54）はそのようなことが記されている稀な例であ

る。愛媛県図書館協会は「図書館業務のあらまし」55）という冊子を作成し、その中で図書館長

に役割に触れているが、あくまでも参考資料に過ぎない。

日本で論じられるべき公共図書館経営学（そのようなものがあるとして）の重要テーマの 1

つは、「館長の権限、責務、資格」であり、それが条例（施行規則も含む）に明記されていな

ければ、それを明記させ、行政にその重要性を理解させるにはどういう方策を取るべきか、と

いうことであろう。

通常、組織には最高責任者がいて、その人の権限と責務と資格が明確になっている。公共図

書館は組織である。（委任される）最高責任者は館長である。しかし、日本の多くの公共図書

館において館長の権限、責務、資格が明確になっていない。日本の公共図書館は先進諸国の公

共図書館と比べて遅れていると言われるが、その大きな要因はその辺りにあるではないか。

なお、日本の公共図書館界で近年話題の指定管理者制度を抜きにした図書館経営を論ずるこ

とは意味がないと思われる人へは、佐藤の次の言説が答えになるだろう。佐藤は、「指定管理

者制度では“設置者責任”と“執行者責任”は分けて考える必要がある。設置者である自治体

にとって最大の責務は“設置目的”の明確化だ。指定管理者は、この“設置目的”を効果的、

効率的に達成していくことが目標であり、すべての出発点になるからである」と述べてい

る56）。

10．おわりに

21世紀のオンタリオ州における公共図書館サービス・システムの状況を概観し、考察を試

みたが、そこから見えてきたものは、各国（地域も含めて）は独特の公共図書館の制度、組織

やシステムを有しており、IFLA の「公共図書館宣言」を基盤に据えながらも、独自の（図書

館サービスも含めて）経営を推し進めている、ということである。現在のところ、「学」の中

に「経営」も含めるならば、万国に通用する普遍的な公共図書館学は存在しないように思われ

る。しかし、それぞれ独特の公共図書館学を構築していても、それらを比較検討することによ

― ２２ ―



って、各国に益するところは多くあるように思われる。日本の公共図書館界は、自国の図書館

環境も含めた社会状況を把握することも重要であるが、他国の公共図書館界にも広く目を向け

る必要もあるように思われる。

オンタリオ州では、『ガイドライン』を 5年ごとに改訂しており、現在第 7版への改訂作業

を進めている。2010年以降の困難な状況や新たな利用動向を踏まえ、どのような改訂が加え

られることになるのか。今後の改訂の動向も引き続き注視していきたい。
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されている。また、同書の別の箇所では、カナダ・ガバナンス研究所の「ガバナンスは、どのよう

― ２４ ―
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